


誓約する団体の名称 誓約する団体の代表者⽒名 誓約する団体の役割

４．コンソーシアム構成団体が⾏政機関から受けた指導、命令等に対する措置の状況

団体名 指導等の年⽉⽇ 指導等の内容 団体における措置状況

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

3.コンソーシアム情報

(1)コンソ シアムの有無

コンソ シアムで申請し
ない

コンソーシアムに関する誓約

コンソーシアムに参加する全ての団体（以下、「コンソーシアム構成団体」という）は、幹事団体が資⾦分配団体⼜は活動⽀援団体（以下、「資⾦分配団体等」という）としての助成の申請
なお、誓約内容について相違がなく、これらの誓約等に反したことにより、選定の取り消し等が⾏われることとなっても、異議は⼀切申し⽴てません。

1コンソ アム構成団体は、幹事団体を通じてコンソ アムの実施体制表を提出し、幹事団体が資⾦分配 団体として採択された場合は、 般財団法⼈⽇本⺠間公益活動連携機構との資⾦

２.本誓約書にて誓約をしたコンソーシアム構成団体について、申請締め切り後、コンソーシアム構成団体に変 更があった場合は申請を取り下げます。

3.コンソーシアム構成団体が申請に際して確認した次の（１）〜（４）の事項等

(１)⽋格事由について

(２)公正な事業実施について

(３)規程類の後⽇提出について（※通常枠のみ該当）

(４)情報公開について（情報公開同意書）

4.事業情報の登録・事業県連書類の提出

事業名

児童養護施設の⾃⽴⽀援体制強化をサポートし、キャリア教育を軸とした企業とのセーフティコミュニティを作り、採⽤定着に繋げ
る。

複数選択

草の根活動⽀援事業
地域
近畿





Ⅰ.団体の社会的役割
(1)団体の目的 196/200字

(2)団体の概要・活動・業務 199/200字

Ⅱ.事業概要

最終受益者 貧困やDV被害などによる劣悪な家庭環境、また親の育児放棄によって児童
養護施設に預けられた子ども達

(人数) 対象人数は900人（関西の児童養護施設出所者、年間300人。３年
で900人を対象とする。）
そこから実際に企業で企業見学や職業体験をする３年で150名を想
定（児童養護施設5団体を対象とし、1施設あたり1年で10名×5施
設で計算）※対象は中学生１年生～高校生３年生

※児童養護施設は日本全国で約600施設あり、入所人数は約23000
人です。（関西エリアで116施設）

対象地域 奈良県を中心に、関西一円
直接的対象グループ 児童養護施設 (人数) 5団体

団体の理念は「誰もが命を大切にし、社会と繋がり、自分の可能性を追求出来る世界を作ること」
生まれた家庭環境の教育や愛情、取り巻く環境の不平等によって、ハンディキャップを背負い、より丁寧な就職支援が必要な児童養護施設の就労希望者がいる。
団体の目的は、その就労希望者本人が生きがいをもって働ける企業と出会い、長く働けるように、丁寧なキャリア教育、職業訓練機会、就労機会を提供することである。

イベント２１はイベント会場設営事業を展開している。代表者である中野愛一郎は2006年に事業継承を受けてから、当時1億だった売上の会社を20億のグループに成長させた実績がある。またそ
の経営手腕を評価され中小企業家同友会の全国青年部会で会長を務めた経験をもち、全国的に圧倒的な知名度及び企業との繋がりがある。幼稚園、小学校のPTA会長も務めた実績があり、障碍者
雇用や地域社会への関わりにも積極的である。

実施時期 (開始) 2025年1月1日 (終了) 2028年12月31日

_10.人や国の不平等をなくそう 10.人や国の不平等をなくそう 児童養護施設出身者は、一般家庭（特に良質な教育や愛情を大切にする一般家庭）で育ってきた子
どもに比べて、様々な環境要因におけるハンデがあり、早期離職しやすい状況にある。丁寧なキャ
リア教育によって就職活動の質が向上し、また、相互理解を深めた就職先に出会える機会にも恵ま
れるようになることで、結果的に社会参画における不平等を無くせることにつながる。

_8.働きがいも経済成長も 8.5   2030年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び女
性の、完全かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らし
い仕事、並びに同一労働同一賃金を達成する。

最初の就職先ですぐ離職した児童養護施設出身者は、非正規雇用状態の長期化リスクが高く、その
状況から自力で抜け出せないケースが多い。丁寧なキャリア教育と地域の企業との顔の見える関係
を構築することで、施設出身者が自身に合う企業に就職でき、働きがいを感じながら正規雇用の状
態で長期的なキャリア形成を実現できるようになる。





Ⅲ.事業の背景・課題
(1)社会課題 986/1000字
■社会課題及び背景
貧困やDV被害、トラウマによる心の傷などにより、自己肯定感、自尊心が著しく損なわれた子どもは自己肯定感が低く挑戦する意欲を喪失してしまっている。
そして、就労先についても、まわりに流されるようにして就労し、早期離職してしまい、非正規雇用や反社会的なことに手を染めてしまう現状がある。私たちは、彼・彼女らが自分の力で様々な
ことに挑戦していけるような環境づくりをこの事業で行っていきたい。
その為に実行団体である児童養護施設の体制作りへの伴走支援を行っていく。

現状の課題として、児童養護施設出身者の離職率は通常と比較して著しく高い（入社1年以内離職率42.9%、３年以内離職率88.1%）
※参考：東京都福祉保健局 東京都児童養護施設等退所者の実態調査結果 令和４年1月のデータより

通常の高卒就職者の３年以内離職率は37.0%(1年以内離職率は15.1%)
※参考：厚生労働省令和2年３月卒業者のデータより

不安定な就労状況により児童養護施設出身者達の多くが貧困状態に陥りやすい現状

■要因
学校で7月から始まる求人に対して１～2ヶ月の短期間で決める必要があり、また就職先の企業を選択する為の情報量が圧倒的に少ない。
そしてまわりに勧められるままに就職先を決め、短期間で退職をしてしまい、非正規雇用や手っ取り早くお金を稼げる犯罪、反社会的なことに手を染めてしまうという社会課題がある。
ひとたび早期離職等により非正規雇用状態に移行してしまうと、自力でその状態から抜け出すことが困難である。こうした状態の本人達をサポートすることも重要だが、そもそもそうした状態に
本人達が移行しないための未然予防的サポートが業界においてとても脆弱で不足している。

 以上に挙げた問題を解決することで、就労意欲がある子どもだけでなく、自己肯定感の低い子どもや就労に問題のある子どもについても包括的に自立できるようにサポートしていく。
またそれにより実行団体である児童養護施設の成長に繋がり、本事業終了後も企業とコミュニケーションをしっかりととっていける関係性を構築してもらう。
結果として、就労率を上げつつ離職率を下げ、児童養護施設出所者が経済的、精神的な自立をし、社会で活躍出来る人材となり、豊かな人生を歩める人を一人でも多く増やすことが今回の事業の
目的である。









75/200字

149/200字

130/200字

152/200字

58/200字

99/200字

(3)-2 活動(組織基盤強化・環境整備(非資金的支援)) 時期

事業活動
0年目

・専門委員会（事前審査）を通じた実行団体の選定
・本事業に関する情報発信（WEBサイトや動画での発信）の開始

～2024年12月

事業活動
1年目

・採用担当者を確実に確保し、新規職員の増員を実現
・実行団体同士が情報交換や交流ができる場の提供
・事業評価の実施
・本事業の情報発信（WEBサイトや動画での発信）や本事業に関わる方々への共有

2025年1月～2026年12月

事業活動
2年目

・本事業の点検や実行団体などへのアプロ―チ改善の検討、中間評価を実施する。
・1年目の事業結果を踏まえ、PDCAをまわしてそれにおける課題と具体策の再設定。
・児童養護施設の就労施設担当者が企業ネットワークを有効活用し、直接企業とやりとりが出来るようになる。

2026年1月～2027年12月

事業活動
3年目

・最終評価の実施と2年目までの活動を実施する。
・2年目に実施したプログラムの改善をPDCAを意識した形で実施する。
・本助成終了後の運営計画を立案する。（収支計画や資金調達計画、 国や自治体の制度活用、地域内連携や企業とのネットワークの構築、 助
成期間終了後の実行団体の事業拡大のための計画策定支援）

2027年1月～2028年12月

(3)-1 活動(資金支援) 時期

事業活動
0年目

・実行団体として協力してもらえる児童養護施設に対してＷＥＢ上で当団体の活動や地域課題の情報発信をどんどん行っていき、公募した上で
実行団体を増やす。

～2024年12月

事業活動
1年目

・公募に手を挙げた実行団体の候補者向けに対して事業計画書やロジックモデルの作成に関わる。
・各施設が就労支援のノウハウを持ち、企業とも直接十分にコミュニケーションを取れる自立支援担当職員を配置してもらう（その体制作りの
為に採用広告費を助成し、採用担当職員を配置し、人手不足問題解消の支援を行う）

2025年1月～2026年12月



198/200字

94/200字

Ⅴ.広報戦略および連携・対話戦略

113/200字

199/200字

Ⅵ.出口戦略・持続可能性について

306/400字資金分配団体

・地域全体で関心をもって持続維持可能な形で事業展開をできる体制の確立
広報戦略により企業や児童養護施設に本事業を浸透させることで、社会課題解決していける参画者を増やし、質の高い就労支援が根付く。

・本事業（関西エリア）で得た事業のノウハウを活かし、他地域への展開をしていく。
本事業に取り組んだ実行団体が各地においてリーダーシップを発揮し、他の児童養護施設に影響を与え、質の高い就労支援を標準化し広げていく。

・持続可能性については、イベント２１グループの事業売上は2022年度売上12億→2023年度売上17億→2024年度見込売上21億となっており、業績は
好調であり、必要に応じて財源のフォローも可能。

広報戦略

①WEBサイトなどでの情報発信
 当社で情報発信サイトを構築し、実行団体が取り組んでいる地域課題やその取り組み状況について掲載する。
②イベントの開催による発信
自社開催イベントでの発信により地域に社会課題を知ってもらう。

連携・対話戦略

①弊社企業ネットワークを最大限活用する。
中小企業家同友会（全国47000社）など経営者団体に呼びかけ、認知度を高め、社会課題を知ってもらい、協力企業を増やしていく。
実際に受け入れ企業として手を挙げてくれている企業も数社あり、自社の企業ネットワークで呼びかけることで何十社と集める事は可能。

②実行団体同士の横のつながりをつくるために、オンライン・オフラインでの勉強会などの交流の場を設ける。

事業活動
2年目

・児童養護施設の自立支援担当職員に様々なキャリアを持つ中小企業家同友会の経営者たちとの交流会に同行してもらい企業とのネットワーク
作りに取り組んでもらう。
・中間評価の実施。
・中間報告会の実施
・本事業の情報発信（WEBサイトや動画での発信）や本事業に関わる方々への共有
・実行団体に向けて必要な情報や支援を届ける活動として中小企業家同友会所属の経営者を活用した人材育成研修を実施する。

2026年1月～2027年12月

事業活動
3年目

・事後評価の実施。
・事業終了後に向けて、継続的運営に関しての助言と支援の実施
・本事業の情報発信（WEBサイトや動画での発信）や本事業に関わる方々への共有
・成果報告会の実施

2027年1月～2028年12月







199/200字・専門委員会（5名体制）の設置 ：実行団体の選定、専門家からのアドバイスの実施
社会的養護の業界に精通している准教授や、大阪府内で若者サポートステーション等を受託している団体の代表者等を予定

・外部監査：本事業の運営・会計における監査を実施
・外部有識者2名を含むコンプライアンス委員会の設置
・利益相反行為、善管注意義務・忠実義務違反などを引き起こさず組織運営を公正に行うための規程類の整備

(3)ガバナンス・
コンプライアンス体制



 

資金計画書 1

資金分配団体
2025/01/01 2028/12/31

事業名
団体名
事業名
団体名

助成金

106,217,360 105,217,360

90,000,000 90,000,000
16,217,360 15,217,360

プログラムオフィサー関連経費 21,716,000 21,716,000
評価関連経費 8,655,000 8,655,000

4,155,000 4,155,000
4,500,000 4,500,000

136,588,360 135,588,360

バージョン
（契約締結・更新回数）

合計 1,000,000

申請団体
事業期間

資金分配団体

実行団体

児童養護施設等の子どもたち・若者達への就労支援事業
株式会社イベント・トゥエンティ・ワン

0

事業費

実行団体への助成
管理的経費 1,000,000

－

合計
自己資金・民間資金

1,000,000

－
－

資金分配団体
実行団体用

－

～



 

資金計画書資料　①調達の概要

1. 事業費（助成金、自己資金・民間資金） [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 35,189,120 35,019,120 35,009,120 105,217,360
0 30,000,000 30,000,000 30,000,000 90,000,000

0 5,189,120 5,019,120 5,009,120 15,217,360
0 330,000 330,000 340,000 1,000,000
0 0 0 0 0
0 330,000 330,000 340,000 1,000,000
0 35,519,120 35,349,120 35,349,120 106,217,360
0 30,000,000 30,000,000 30,000,000 90,000,000
0 5,519,120 5,349,120 5,349,120 16,217,360

99.1% 99.1% 99.0% 99.1%

2. プログラム・オフィサー関連経費 （助成金） [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 7,238,667 7,238,667 7,238,667 21,716,000
0 4,992,000 4,992,000 4,992,000 14,976,000
0 2,246,667 2,246,667 2,246,667 6,740,000

3. 評価関連経費（助成金） [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 2,735,000 2,585,000 3,335,000 8,655,000
0 1,235,000 1,085,000 1,835,000 4,155,000

1,500,000 1,500,000 1,500,000 4,500,000

4. 合計 [円]
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計

0 45,162,787 44,842,787 45,582,787 135,588,360
0 45,492,787 45,172,787 45,922,787 136,588,360

実行団体への助成

管理的経費
合計 (A+B)

管理的経費
補助率 (A/(A+B))

実行団体用

プログラム・オフィサー人件費等

助成金 (A)

評価関連経費 (D)
資金分配団体

助成金計(A+C+D)
総事業費(A+B+C+D)

その他経費

－

プログラム・オフィサー関連経費 (C)

実行団体への助成

実行団体への助成

管理的経費
自己資金・民間資金 (B)



 

※指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合
金融機関からの融資や財団からの助成を受ける等の理由で本事業の指定口座に入金できない自己資金・民間資金がある場合、
上記1から3までの総事業費には含めず、以下に当該資金の金額および使途を記入してください。

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計
0 0 0 0 0

99.1% 99.1% 99.0% 99.1%

使途 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 合計
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

補助率 (A/(A+B+E))
該当の自己資金・民間資金に関する説明を付してくだ
さい。（調達確度に関する情報を含む）

調達先

指定口座外で管理する自己資金・民間資金合計 (E)



 

資金計画書資料　②自己資金・民間資金

(1)年度別合計 [円]
2023年度 2025年度 2026年度 2027年度 計

自己資金･民間資金 0 330,000 330,000 340,000 1,000,000

(2)内訳
1.事業費「自己資金・民間資金 (B)」の調達予定について、調達方法、調達金額、調達確度、調達時期等を記載してください。

年度 調達方法 調達金額[円] 調達確度
2025 内部留保 330,000 A:確定済
2026 内部留保 330,000 A:確定済
2027 内部留保 340,000 A:確定済

説明（調達時期等）
団体の自己資金
団体の自己資金
団体の自己資金



(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 奈良県
市区町村 香芝市
番地等 磯壁２丁目1073-1

団体情報入力シート

団体名 株式会社イベント・トゥ・エンティ・ワン
郵便番号 639-0236

団体種別法人格 資金分配団体

設立年月日 1991/04/25
法人格取得年月日 1991/04/25

電話番号 0745-77-6882

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://event21.co.jp/

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://twitter.com/@eventtwentyone
https://www.youtube.com/user/event21movie
https://www.instagram.com/event21_official

代表者(1) 氏名 中野 愛一郎
役職 代表取締役社長

フリガナ ナカノ アイイチロウ

氏名 中野 あさ子
役職 代表取締役会長

役員数［人］ 2

代表者(2)
ナカノ アサコフリガナ

理事・取締役数［人］ 2
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

非常勤職員・従業員数［人］ 0
有給［人］
無給［人］

職員・従業員数［人］ 111
常勤職員・従業員数［人］ 111

有給［人］ 111
無給［人］

事務局体制の備考



(5)会員

(6)資金管理体制

(7)監査

(8)組織評価

(9)その他

(10)助成を行った実績

(11)助成を受けた実績

団体会員数［団体数］ 0
団体正会員［団体数］
団体その他会員［団体数］

決済責任者、経理担当者・通帳管理者が異なること

決済責任者 氏名／勤務形態

個人会員・ボランティア数 0
ボランティア人数(前年度実績)［人］
個人正会員［人］
個人その他会員［人］

年間決算の監査を行っているか

過去3年以内に組織評価（非営利組織評価センター
等）を受けてますか

認証機関/認証制度名/認証年度を記入してください

通帳管理者 氏名／勤務形態
経理担当者 氏名／勤務形態

申請前年度の助成総額［円］

助成した事業の実績内容

今までに助成を受けて行っている事業の実績

業務別に区分経理ができる体制の可否

今までに助成事業を行った実績の有無
申請前年度の助成件数［件］

助成を受けた事業の実績内容



(12)過去に休眠預金事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

番号

対象 申請 左記で実行団体として申請中・申請予定又は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体名

申請中・申請予定又は採択された
事業名





※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名：
児童養護施設の自立支援体制強化をサポートし、キャリア教育を軸とした企業とのセー
フティコミュニティを作り、採用定着に繋げる。

記入箇所チェック 記入完了

団体名： 株式会社イベント・トゥエンティ・ワン

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 理事会の構成

に関する規程　※
. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 役員及び評議 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程（２）報酬の支払い方法

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

定款

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

　規程類必須項目確認書

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎後日提出する規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いし
ます。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

規程類に含める必須項目

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。



⚫ 倫理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 職員の給与等 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 経理に関する規程 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護































佐久間 玲子
貸借対照表のスタンプ



佐久間 玲子
損益計算書のスタンプ





佐久間 玲子
株主資本等変動計算書のスタンプ









佐久間 玲子
貸借対照表のスタンプ



佐久間 玲子
損益計算書のスタンプ





佐久間 玲子
株主資本等変動計算書のスタンプ









佐久間 玲子
貸借対照表のスタンプ



佐久間 玲子
損益計算書のスタンプ





佐久間 玲子
株主資本等変動計算書のスタンプ
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